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(57)【要約】
　表面測定プローブのドリフトを判定する装置および方
法。この表面測定プローブは、ハウジングと、表面接触
スタイラスと、スタイラスを振動させる振動発生器と、
スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定す
る感知デバイスと、パラメータとしきい値との関係を判
定する比較器とを有する。スタイラスが表面と接触して
いないときにパラメータの読みが読み取られ、表面に触
れたときの遷移時間よりも有意に長い時間ｔにわたって
このパラメータの読みが平均される。このパラメータの
読みの平均が基準パラメータと比較される。この比較が
、パラメータの有意のドリフトがあったかどうかを判定
するために使用される。このようにして、温度変化に起
因したドリフトが補正される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面測定プローブのドリフトを判定する方法において、前記表面測定プローブが、ハウ
ジングと、表面接触スタイラスと、前記スタイラスを振動させる振動発生器と、前記スタ
イラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、前記パラメータと
しきい値との関係を判定する比較器とを有する方法であって、以下のステップを適当な順
序で含むことを特徴とする方法：
　前記スタイラスが表面と接触していないときに前記パラメータの読みを読み取るステッ
プと、
　表面に触れたときの遷移時間よりも有意に長い時間ｔにわたって前記パラメータの前記
読みを平均するステップと、
　前記パラメータの前記読みの前記平均を基準パラメータと比較するステップと、
　前記比較を使用して、前記パラメータの有意なドリフトがあったかどうかを判定するス
テップ。
【請求項２】
　前記パラメータは、前記振動発生器の駆動電圧と前記発生器を流れる電流との間の位相
変化を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記パラメータのドリフトを補償するステップを含むことを特徴とする請求項１または
２に記載の方法。
【請求項４】
　このステップは駆動周波数を調整することを含むことを特徴とする請求項３に記載の方
法。
【請求項５】
　前記ステップは前記しきい値を調整することを含むことを特徴とする請求項３に記載の
方法。
【請求項６】
　前記振動発生器は１つまたは複数の圧電素子を含むことを特徴とする請求項１～５のい
ずれかに記載の方法。
【請求項７】
　前記パラメータに対するドリフトの影響を補償するために、ドリフトの基準を使用して
、前記振動発生器の振舞いを調整する追加のステップを含むことを特徴とする請求項１～
６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
　前記スタイラスを振動させる振動発生器と、
　前記スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、
　前記パラメータとしきい値との関係を判定する比較器と、
　以下のステップを適当な順序で実行するプロセッサと
　を含むことを特徴とする表面測定プローブ：
　前記スタイラスが表面と接触していないときに前記パラメータの読みを読み取るステッ
プと、
　表面に触れたときの遷移時間よりも有意に長い時間ｔにわたって前記パラメータの前記
読みを平均するステップと、
　前記パラメータの前記読みの前記平均を基準パラメータと比較するステップと、
　前記比較を使用して、前記パラメータの有意のドリフトがあったかどうかを判定するス
テップ。
【請求項９】
　前記プロセッサは、前記パラメータに対するドリフトの影響を補償するために、ドリフ
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トの基準を使用して、前記振動発生器の振舞いを調整する追加のステップを実行すること
を特徴とする請求項７に記載の表面測定プローブ。
【請求項１０】
　表面測定プローブが信頼できる結果を提供しているかどうかを判定する方法において、
前記表面測定プローブが、ハウジングと、表面接触スタイラスと、前記スタイラスを振動
させる振動発生器と、前記スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知
デバイスと、前記パラメータとしきい値との関係を判定する比較器とを有する方法であっ
て、
　前記プローブの加速度に敏感なプローブ変量を感知することと、
　前記プローブ変量をしきい値と比較することと、
　前記プローブ変量が前記しきい値を上回っている場合に出力を生成することと
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　前記変量は、前記スタイラスの振動の変化に関係した前記パラメータを含むことを特徴
とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記パラメータは、前記振動発生器の駆動電圧と前記発生器を流れる電流との間の位相
変化を含むことを特徴とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記プローブ変量は前記振動発生器の電圧を含むことを特徴とする請求項１０に記載の
方法。
【請求項１４】
　前記プローブ変量は、前記プローブが経験した力を含むことを特徴とする請求項１０に
記載の方法。
【請求項１５】
　前記出力は視覚または音声信号であることを特徴とする請求項１０～１４のいずれかに
記載の方法。
【請求項１６】
　前記出力は、通信リンクによってコントローラまたはＰＣに送られることを特徴とする
請求項１０～１４のいずれかに記載の方法。
【請求項１７】
　出力があった場合に前記プローブをリセットするステップを含むことを特徴とする請求
項１０～１６のいずれかに記載の方法。
【請求項１８】
　前記プローブは、前記振動発生器の周波数掃引を実行することによってリセットされる
ことを特徴とする請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記周波数掃引は、出力を受け取ると自動的に遂行されることを特徴とする請求項１７
または１８に記載の方法。
【請求項２０】
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
　前記スタイラスを振動させる振動発生器と、
　前記スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、
　前記パラメータとしきい値との関係を判定する比較器と、
　以下のステップを適当な順序で実行するプロセッサと
　を含むことを特徴とする表面測定プローブ：
　前記プローブの加速度に敏感なプローブ変量を感知するステップと、
　前記プローブ変量をしきい値と比較するステップと、
　前記プローブ変量が前記しきい値を上回っている場合に出力を生成するステップ。
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【請求項２１】
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
　前記スタイラスを振動させる振動発生器と、
　前記スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、
　前記パラメータとしきい値との関係を判定する比較器と、
　前記振動発生器に熱を供給する熱源と、
　前記振動発生器が一定温度に保たれるように前記熱源を制御する温度制御器と
　を含むことを特徴とする表面測定プローブ。
【請求項２２】
　前記熱源は冷却ならびに加熱を提供することを特徴とする請求項２１に記載の表面測定
プローブ。
【請求項２３】
　前記振動発生器の温度を測定するために温度変換器が提供されていることを特徴とする
請求項２１または２２に記載の表面測定プローブ。
【請求項２４】
　前記温度変換器から前記温度制御器へ温度フィードバックが供給されることを特徴とす
る請求項２３に記載の表面測定プローブ。
【請求項２５】
　前記温度制御器は前記パラメータに関する入力を受け取ることを特徴とする請求項２１
または２２に記載の表面測定プローブ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は表面測定プローブ（ｓｕｒｆａｃｅ　ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｐｒｏｂｅ）
に関する。具体的には本発明は、電気信号を振動に変換し、それによってプローブ（ｐｒ
ｏｂｅ）のスタイラス（ｓｔｙｌｕｓ）を振動させることができる変換器を有するプロー
ブに関する。スタイラスが表面と接触しているかどうかの判定に、スタイラスの特性振動
モードの変化が使用される。表面測定プローブは座標位置決め機械上に取り付けることが
できる。具体的には、それは、手動座標位置決め機械（ＣＭＭ）、手動関節式測定アーム
などの手動座標位置決め装置上に取り付けるのに適している。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１は、工作物接触スタイラスを備えた表面測定プローブを開示している。この
プローブは、圧電性結晶をともに含む駆動変換器と発電変換器（ｇｅｎｅｒａｔｉｎｇ　
ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ）とを備える。スタイラスに順に伝達される振動を発生させるため
、駆動変換器に交流電流が供給される。スタイラスの振動は発電変換器を励振させる。ス
タイラスが表面と接触した場合、振動は低減する。この振動の低減が、発電変換器のパラ
メータの変化によって感知される。このようにして、スタイラスが表面と接触したときを
決定することができる。
【０００３】
　特許文献２は、電極に挟まれた圧電素子を有する超音波ホーン（ｈｏｒｎ）を備えた接
触プローブを開示している。この圧電素子はＲＦ電気信号を超音波振動に変換する。この
プローブは、測定対象の物体に接触させるフィーラ（ｆｅｅｌｅｒ）を備える。ホーンは
、圧電素子の超音波振動に従って超音波振動する。電極間の電流が監視され、その電流値
の変化が、測定対象の物体とフィーラとの間の接触を指示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】英国特許出願第２００６４３５号明細書
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【特許文献２】米国特許第５２４７７５１号明細書
【特許文献３】英国特許出願第０６０８９９８号明細書
【特許文献４】英国特許出願第０６０９０２２号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の第１の態様は、表面測定プローブのドリフトを判定する方法において、表面測
定プローブが、ハウジングと、表面接触スタイラスと、スタイラスを振動させる振動発生
器と、スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、パラメ
ータとしきい値との関係を判定する比較器とを有する方法であって、以下のステップを適
当な順序で含む方法を提供する：
　スタイラスが表面と接触していないときにパラメータの読みを読み取るステップと、
　表面に触れたときの遷移時間よりも有意に長い時間ｔにわたってパラメータの読みを平
均するステップと、
　パラメータの読みの平均を基準パラメータと比較するステップと、
　この比較を使用して、パラメータの有意なドリフトがあったかどうかを判定するステッ
プ。
【０００６】
　遷移時間は、スタイラスが自由空間および表面と接触したことによる遷移をプローブが
検出するのにかかる時間である。
【０００７】
　この方法は、ドリフトによるパラメータの変化を、スタイラスと表面との接触によるパ
ラメータの変化から区別することができるという利点を有する。
【０００８】
　前記パラメータは、振動発生器の駆動電圧と発生器を流れる電流との間の位相変化を含
むことができる。あるいは、前記パラメータは以下のものを含むことができる：一定の電
圧振幅で動作するシステム内の圧電素子を流れる電流の振幅、一定の電流振幅で動作する
システム内の圧電素子の両端間に現れる電圧の振幅、圧電素子によって放散される電力、
または圧電素子に給電するシステムの力率（ｐｏｗｅｒ　ｆａｃｔｏｒ）。
【０００９】
　振動発生器は１つまたは複数の圧電素子を含むことができる。
【００１０】
　好ましくはこの方法が、前記パラメータのドリフトを補償するステップを含む。このス
テップは、駆動周波数を調整することを含むことができる。あるいは、このステップは、
しきい値を調整することを含むことができる。
【００１１】
　本発明の第２の態様は、
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
　スタイラスを振動させる振動発生器と、
　スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、
　パラメータとしきい値との関係を判定する比較器と、
　以下のステップを適当な順序で実行するプロセッサと
　を含む表面測定プローブを提供する：
　スタイラスが表面と接触していないときにパラメータの読みを読み取るステップと、
　表面に触れたときの遷移時間よりも有意に長い時間ｔにわたってパラメータの読みを平
均するステップと、
　パラメータの読みの平均を基準パラメータと比較するステップと、
　この比較を使用して、パラメータの有意のドリフトがあったかどうかを判定するステッ
プ。
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【００１２】
　前記プロセッサは、パラメータに対するドリフトの影響を補償するために、ドリフトの
基準を使用して、振動発生器の振舞いを調整する追加のステップを実行することができる
。
【００１３】
　本発明の第３の態様は、
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
　スタイラスを振動させる振動発生器と、スタイラスの振動の変化に関係したパラメータ
を決定する手段と、
　パラメータとしきい値との関係を判定する手段と
　を含み、
　熱の影響によるパラメータのドリフトを防ぐために電圧発生機が一定温度に保たれる
　表面測定プローブを提供する。
【００１４】
　好ましい一実施形態では、振動発生器が１つまたは複数の圧電素子を含む。
【００１５】
　オーブンの中または温度制御された環境内に振動発生器を置くことによって、振動発生
器を一定温度に保つことができる。これにより、鍵となる振動構成部品の温度を一定値（
周囲温度または周囲温度よりも高い固定された温度）に維持することによって、振動特性
のドリフトの影響を除去することができる。
【００１６】
　本発明の第３の態様は、表面測定プローブが信頼できる結果を提供しているかどうかを
判定する方法において、表面測定プローブが、ハウジングと、表面接触スタイラスと、ス
タイラスを振動させる振動発生器と、スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決
定する感知デバイスと、パラメータとしきい値との関係を判定する比較器とを有する方法
であって、
　プローブの加速度に敏感なプローブ変量を感知するステップと、
　プローブ変量をしきい値と比較するステップと、
　プローブ変量が前記しきい値を上回っている場合に出力を生成するステップと
　を含む方法を提供する。
【００１７】
　それによってこの方法は、例えば落とされまたは打撃されたことによってしきい値より
も大きな加速度を受け取ったために、プローブが、信頼できる実行を停止したかどうかを
判定する。
【００１８】
　前記変量は、スタイラスの振動の変化に関係したパラメータ、例えば振動発生器の駆動
電圧と発生器を流れる電流との間の位相変化を含むことができる。前記変量は、振動発生
器の電圧、またはプローブが経験した力を含むことができる。
【００１９】
　前記出力は視覚または音声信号とすることができる。前記出力を、通信リンクによって
コントローラまたはＰＣに送ることができる。
【００２０】
　この方法は、出力があった場合に、例えば振動発生器の周波数掃引を実行することによ
ってプローブをリセットするステップを含むことができる。この周波数掃引は、出力を受
け取ると自動的に遂行されるようにすることができる。
【００２１】
　本発明の第４の態様は、
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
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　スタイラスを振動させる振動発生器と、
　スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、
　パラメータとしきい値との関係を判定する比較器と、
　以下のステップを適当な順序で実行するプロセッサと
　を含む表面測定プローブを提供する：
　プローブの加速度に敏感なプローブ変量を感知するステップと、
　プローブ変量をしきい値と比較するステップと、
　プローブ変量がしきい値を上回っている場合に出力を生成するステップ。
【００２２】
　本発明の第５の態様は、
　ハウジングと、
　表面接触スタイラスと、
　スタイラスを振動させる振動発生器と、
　スタイラスの振動の変化に関係したパラメータを決定する感知デバイスと、
　パラメータとしきい値との関係を判定する比較器と、
　振動発生器に熱を供給する熱源と、
　振動発生器が一定温度に保たれるように熱源を制御する温度制御器と
　を含む表面測定プローブを提供する。
【００２３】
　前記熱源は冷却ならびに加熱を提供することができる。振動発生器の温度を測定するた
めに温度変換器を提供することができる。前記温度変換器から前記温度制御器へ温度フィ
ードバックを供給することができる。あるいは、温度制御器は前記パラメータ、例えば位
相に関する入力を受け取ることができる。
【００２４】
　次に、添付図面を参照して本発明を例示的に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明のプローブの断面図である。
【図２】図１のプローブの内部機能を示す回路図である。
【図３】このプローブの駆動周波数に対する測定位相差を示すグラフである。
【図４】このプローブがさまざまな物質と接触しているときの駆動周波数に対する測定位
相差を示すグラフである。
【図５】温度変化を示す、駆動周波数に対する測定位相差を示すグラフである。
【図６】温度補償ループを示す流れ図である。
【図７】圧電素子を１つだけ有する、図２に示された回路図の代替回路図である。
【図８】Ｒｅｆ　Ｉｎ信号およびＰｉｅｚｏ　Ｉｎ信号からの位相カウントの決定を示す
図である。
【図９】衝突が起こったかどうかの判定を説明する流れ図である。
【図１０】第１の制御レジームの第１の実施形態の回路図である。
【図１１】第１の制御レジームの第２の実施形態の回路図である。
【図１２】第２の制御レジームの回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　図１は本発明のプローブを示す。プローブ１０は、ハウジング１２と、表面接触先端１
６を有するスタイラス１４とを含む。このプローブは、カウンタマス（ｃｏｕｎｔｅｒ　
ｍａｓｓ）やスタイラスアセンブリとともに発生器２０の部分を構成する圧電スタック１
８と、駆動回路２２とを備える。
【００２７】
　図２は、図１のプローブの内部機能を示す回路図である。圧電スタック１８は２つの圧
電素子ＰＺ１およびＰＺ２を含む。この圧電スタックには、駆動回路によって供給された
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ａｃ駆動電圧「Ｒｅｆ．ｓｉｎｅ」が接続され、これが圧電素子を振動させる。この場合
、このａｃ駆動電圧は、周波数合成器２１の増幅された出力である。駆動電圧「Ｒｅｆ．
ｓｉｎｅ」、ならびに圧電素子ＰＺ１およびＰＺ２を流れる電流によって生成される電圧
「Ｐｉｅｚｏ　ｓｉｎｅ」がそれぞれ、２６および２８においてサンプリングされる。こ
れらの電圧はゼロ交差検出器１９に供給され、ゼロ交差検出器１９は、これらの正弦波信
号を、方形波信号「Ｒｅｆ　Ｉｎ」および「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」に変換し、これらの信号
はＦＰＧＡ１７の入力に供給される。ＦＰＧＡは、埋込みマイクロプロセッサコアを含み
、その内部論理が、「Ｒｅｆ　ｓｉｎｅ」と「Ｐｉｅｚｏ　ｓｉｎｅ」の位相差に直接に
関係したクロックサイクルのカウント（ｃｏｕｎｔ）を生成する。（図１は２つの圧電素
子を示しているが、１つまたは複数の圧電素子を使用することができる。しかしながら、
２つの圧電素子は、１つの圧電素子よりも感度が高いという利点を有する。）
【００２８】
　圧電スタックは、プローブのスタイラスに機械的に取り付けられ、それを振動させる。
駆動電圧の周波数を変化させることによって、スタイラスが振動する周波数を変化させる
ことができる。
【００２９】
　図７は、図２の圧電スタックＰＺ１、ＰＺ２が単一の圧電素子ＰＺに置き換えられた、
前述の回路図の代替構成を示す。この構成では、反転された反転駆動信号と反転されてい
ない非反転駆動信号の両方を生成するために、周波数合成器２１の正弦波出力が差動増幅
器６０に供給される。反転信号Ｓ１は圧電素子ＰＺの一端を駆動し、非反転信号Ｓ２は他
端を駆動する。各信号は、最大正電圧と最大負電圧との間の範囲を有する。圧電スタック
ＰＺは分極され、これらの電圧は互いに極性が逆であるため、分極された圧電素子の両端
が、加えられた正弦波運動の周波数で膨張および収縮する。したがって、運動の量は、そ
れぞれの素子の一端が単極駆動信号によって駆動され、他端が接地された図２を参照して
説明したスタックＰＺ１、ＰＺ２と同様である。
【００３０】
　スタックＰＺ１、ＰＺ２の場合と同様に、ゼロ交差検出器１９に基準信号「Ｒｅｆ．ｓ
ｉｎｅ」が入力される。単一の圧電素子ＰＺの両端間に現れた差動信号が計測増幅器６１
に入力される。図２の場合と同様に、その出力「Ｐｉｅｚｏ　ｓｉｎｅ」がゼロ交差検出
器１９のもう一方の入力に入力される。これ以降の「Ｒｅｆ．ｓｉｎｅ」および「Ｐｉｅ
ｚｏ　ｓｉｎｅ」の処理は図２の処理と同じである。
【００３１】
　単一の素子を使用する利点は、プローブをより安価に製造できること、およびその長さ
を短くすることができることである。欠点は、より多くの電子構成部品が必要なこと、お
よび素子をプローブ本体から絶縁することが必要になると思われることである。
【００３２】
　図３は、駆動周波数に対する位相差のグラフを示す。電力が加えられたとき、またはプ
ローブがリセットされたときに、駆動回路によって供給される駆動電圧の周波数を変化さ
せることによって、圧電スタックの幅広い周波数掃引が実行される。これは、図３に示さ
れた曲線を生み出し、発生器の固有周波数を検出することを可能にする。図３に示されて
いるように、最も大きな測定位相差はプローブの共振周波数で生じる。駆動電圧３０の周
波数は変曲点にセットされる。これは曲線の傾きの絶対値が最大になる位置３２である。
正の傾きと負の傾きの両方を変曲点として使用することができ、その結果、必然的にドリ
フト補償機構が変更される。共振ピークはほぼ対称なので、実現を簡単にするために正の
傾きが選択される。
【００３３】
　振動しているスタイラスが表面と接触すると、スタック振動の特性振動モードが変化し
、その結果、測定可能な位相差が生じる。図４は、スタイラスが空気３４（すなわち自由
空間）、プラスチシン（ｐｌａｓｔｉｃｉｎｅ）３６、プラスチック３８および金属４０
と接触しているときに測定された位相変化を示す。この測定位相差がしきい値４２と比較
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される。（駆動周波数ｆに対応する）測定位相差がしきい値４２よりも小さいことは、プ
ローブが表面と接触していることを示す。この場合、プローブが取り付けられた測定アー
ムに、データ点を読み取るよう命令するプローブ出力が送られる。図４では、スタイラス
がプラスチシン、金属およびプラスチックと接触しているときに、駆動周波数ｆに対応す
る測定位相差がしきい値４２よりも小さい。
【００３４】
　測定位相差がしきい値よりも大きい場合、スタイラス先端は表面と接触していない。図
４では、スタイラスが空気と接触しているときに、駆動周波数ｆに対応する測定位相差が
しきい値よりも大きい。この場合、プローブ出力は使用禁止になる。
【００３５】
　次に、「Ｒｅｆ　Ｉｎ」信号と「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号の間の位相差の計算をより詳
細に説明する。ＦＰＧＡ（図２および７の参照符号１７）は主刻時機構を含み、「Ｒｅｆ
　Ｉｎ」信号および「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号はこれと同期している。この主刻時機構は
、これらの入力信号よりもはるかに高い周波数レート（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｒａｔｅ）
で動く。
【００３６】
　図８は、「Ｒｅｆ　Ｉｎ」および「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号、ならびにこれらから生成
された位相カウントを示す。
【００３７】
　ＦＰＧＡのカウンタは、「Ｒｅｆ　Ｉｎ」信号の立上がりエッジにおいて０にセットさ
れ、「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号の立下りエッジまで、主刻時機構のチック（ｔｉｃｋ）ご
とに増分される。「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号の立下りエッジでカウントがラッチされる。
このカウントは、クロックサイクルの位相差を表し、「位相カウント」と呼ばれる。この
方法は、位相進みと位相遅れの両方を正確に測定することを可能にする。
【００３８】
　図８から分かるように、位相カウントは、基準信号と圧電入力信号との間の時間遅れ、
すなわち位相差の測定値を与える。具体的には、図８は、共振周波数から離れた周波数で
圧電スタックが駆動されたときの「Ｒｅｆ　Ｉｎ」信号と「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号との
間の位相関係を示す。「Ｒｅｆ　Ｉｎ」および「Ｐｉｅｚｏ　Ｉｎ」信号はそれぞれ電圧
（Ｖ）および電流（Ｉ）を示すため、本明細書では、測定された位相差もＶ／Ｉ位相差と
呼ぶ。
【００３９】
　プローブの他の態様が、特許文献３および４により詳細に記載されている。これらの特
許文献の内容は参照によって本明細書に組み込まれる。
【００４０】
　プローブの温度変化が、図３のグラフに示された曲線を変化させることがある。温度変
化は例えば、環境、操作者によるプローブの取扱い、ならびに振動している圧電スタック
およびプローブの内部電子回路の発熱の影響によって引き起こされる。温度変化によって
、プローブの機械的および／または電気的特性が変化する。温度変化が、圧電スタックの
共振周波数に影響を及ぼすことがあり、それによって測定される位相変化に直接に影響を
及ぼす可能性がある。固定されたしきいレベルに対して位相差が変化した場合、プローブ
が表面と常に接触しているように見えたり、またはプローブの感度が低下したりする可能
性がある。図５は、（位相のずれを示す）駆動周波数に対するパルスカウント（ｐｕｌｓ
ｅ　ｃｏｕｎｔ）のグラフを示す。このグラフは、異なる温度に関して、共振の形状は維
持されるが、周波数はオフセットされることを示している。
【００４１】
　温度変化によって引き起こされる測定位相差の変化はゆっくりとした変化であり、スタ
イラスと表面との接触による測定位相差の変化は急激な変化である。以下に説明するよう
に、この変化速度の違いを使用して、測定位相差の変化が、温度ドリフトによるものであ
るのか、または表面との接触によるものであるのかを判定することができる。
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【００４２】
　第１のステップでは、位相差が定期的に測定される。スタイラスが表面と接触していな
いときに決定された測定位相差が平均される。予想される位相差（すなわち最初に同調さ
せたときの位相差）と上で決定された位相差（すなわち、表面と接触していないときに、
表面検出測定サイクルに比べて長い期間にわたって平均された位相差）との間の差が決定
される。これらの２つの値間の誤差が増大していることは長期ドリフトを示す。
【００４３】
　この方法によって、温度の影響を追跡し、励振周波数を増大または低減させることによ
り温度の影響を補償することができる。例えば、温度の上昇によって曲線は左へ移動し、
その結果、測定位相差は増大する。駆動周波数を曲線の最も傾きが急な点に維持するため
、駆動周波数が少しだけ低減される。温度の低下についてはこれとは逆になる。
【００４４】
　図６は、温度補償ループの流れ図を示す。これらのステップは、埋込みマイクロプロセ
ッサコア内で実行される。第１のステップでは、時間ｔにわたって位相差の平均値が決定
される５０。この平均値は、スタイラスが表面と接触していないときの位相差の値に対し
て決定される。第２のステップでは、位相差が基準位相よりも大きいかどうかが判定され
る５２。位相差が基準位相よりも大きい場合には、駆動周波数が低減される５４。位相差
が基準位相以下である場合には、位相差が基準位相よりも小さいかどうかが判定される５
６。位相差が基準位相よりも小さい場合、駆動周波数が増大される５８。このループは、
規則的な時間間隔、例えば６０ｍｓ間隔で繰り返される。
【００４５】
　プローブの１回の測定サイクルは一般に約４０μｓである。温度補償ループには６５，
０００回の測定が必要であるとする。したがって、これらの６５，０００回の測定の間（
すなわち２．６秒間）、プローブが表面から離れたままの場合、温度補償が実行される。
温度補償ループは１回の測定サイクルよりもはるかに長いため、表面との接触による位相
差の変化は少しの影響しか持たない（プローブが表面と接触すると温度補償ループが停止
するときには特にそうある）。プローブが表面との接触を緩めるとすぐに、温度補償ルー
プは再開し、表面との接触による位相差の増大は低減する。この例は例示が目的であり、
他の値を使用してもよい。
【００４６】
　１回の測定サイクルは一般に４０μｓなので、プローブが表面から離れていることを検
出するのにかかる時間は、１回の測定サイクル、すなわち４０μｓに等しい。しかし、プ
ローブが表面と接触していることを検出するのにかかる時間はこれよりも長く、連続した
１６回の測定サイクル、すなわち１６×４０μｓ＝６４０μｓである。連続した１６回の
測定サイクルを使用することによって、誤ったトリガの回数は低減する。（もちろん、測
定サイクルの他の回数を使用してもよい。）
【００４７】
　駆動周波数を調整する代わりに、温度補償のために別のパラメータを調整してもよい。
例えば、同調させた共振振動数にセットされた位相関係を維持するために、しきい値を変
更することができる。例えば、しきい値を、位相差の長期値から４°のところに維持する
ことができる。
【００４８】
　代替実施形態では、補償のために、ディジタルシステムの代わりにアナログシステムを
配置することができる。温度変化によって引き起こされた電気特性の変化を補償するため
に、アナログ素子を、交換網を介して圧電スタックに並列または直列に接続することがで
きる。これらの素子は、回路の成分値を変化させるために使用される可変の静電容量、イ
ンダクタンスおよび／または抵抗を有することができる。
【００４９】
　他の温度補償法は、ディジタル位相進み／遅れを使用して、位相変化を補償する。これ
は、長期ドリフトを数学的に補償することを含む。例えば、２°の位相変化に対しては、
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ドリフトを補償するために、タイマが、基準波に対して２°早くまたは遅く始動される。
タイマは、基準波と測定された波との間の時間を測定する。
【００５０】
　オーブン（ｏｖｅｎ）などの温度制御された環境内に振動発生器を置くことにより振動
発生器を一定温度（標的温度）に保つことによって、振動発生器を温度補償する必要性を
排除することができる。これにより、鍵となる振動構成部品の温度を一定値（周囲温度ま
たは周囲温度よりも高い固定された温度）に維持することによって、振動特性のドリフト
の影響を除去することができる。発生器に密接させた加熱または冷却素子、例えば電力抵
抗器（電力を熱として安全に放散させることができる抵抗素子）またはペルチエ（Ｐｅｌ
ｔｉｅｒ）デバイスと、少なくとも２つの代替制御レジーム（ｒｅｇｉｍｅ）のうちの一
方とを追加することによって、これを達成する簡単な手段を実現することができる。
【００５１】
　図１０および１１は、第１の制御レジームの２つの実施形態を示す。発生器８０内に、
温度変換器（ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ　ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ）８２および加熱素子が配
置される。加熱素子は、図１３の電力抵抗器８４などのように加熱だけを提供してもよく
、または図１４のペルチエデバイス８５などのように加熱と冷却の両方を提供してもよい
。伝送線８６は、温度変換器８２から温度制御器８８への温度フィードバックを供給する
。温度制御器８８は標的温度入力９０を受け取り、標的温度９０と温度フィードバック８
６の両方を使用して、要求９２を生成する。この要求信号は、増幅器９４を通して加熱素
子（例えば電力抵抗器８４またはペルチエデバイス８５）に送られる。
【００５２】
　図１２は第２の制御レジームを示す。温度制御器８８に位相カウンタ誤差９６が入力さ
れ、温度制御器８８は要求９２を出力する。要求信号９２は、増幅器９４を通して発生器
８６内のペルチエデバイス８５に送られる。このレジームでは、温度変換器および温度フ
ィードバックが不要である。
【００５３】
　第１の制御レジームは、鍵となる振動構成部品にサーミスタ、熱電対または他の温度変
換器を取り付けることによって、温度が測定されることを要求する。次いで、測定される
温度を標的温度付近に維持するために、加熱または冷却素子を流れる電流を制御するサー
ボ系を実現することができる。加熱素子が取り付けられている場合には、冷却能力を使用
できないため、標的温度を、通常の周囲温度よりも高くしなければならないであろう。周
囲温度よりも高い温度を選択することは、振動機構からの入熱、および周囲、例えばプロ
ーブを取り扱っている操作者からデバイスに入る熱量の変化、または作業環境の変化によ
る入熱の変化を補償するために、加熱電流を増大または低減させることができることを意
味する。ペルチエデバイスが使用される場合には、加熱または冷却が可能である。したが
って、プローブが初期化されたときの温度を標的温度として選択することができ、このこ
とは、プローブを予熱時間が不要であることを意味する。
【００５４】
　図１０および１１は第１の制御レジームの回路図を示す。Ｖ振動。
【００５５】
　第２の制御レジームは、サーミスタ等を使用して温度を測定する代わりに、位相カウン
トの測定を使用して、発生器の振動特性がドリフトしているかどうかを判定する。ドリフ
トは、（発生器の熱時定数と同じ程度の時定数を有する）低帯域幅電流制御ループ（ｌｏ
ｗ　ｂａｎｄｗｉｄｔｈ　ｃｕｒｒｅｎｔ　ｃｏｎｔｏｌ　ｌｏｏｐ）を有することによ
って補償され、このループは、測定された位相カウントと標的位相カウントとの差を誤差
信号、すなわち位相カウント誤差として使用して、位相カウントがあまりに大きすぎたり
、または小さすぎたりしたときに発生器が冷えることを許し、位相カウントが小さすぎた
り、または大きすぎたりしたときに発生器を暖める（この変化の意味は、共振のどちらの
側にある動作点が選択されるのかによって決まる）。低帯域幅コントローラは、急激な変
化を完全には補償することができず、緩やかな変化だけを完全に補償することができるた
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め、このタイプのコントローラが使用されることが重要である。この場合、温度ドリフト
の影響は緩やかであり、スタイラスと表面との接触の影響は急激である。そのため、低帯
域幅コントローラは、温度によって誘導された変化を完全に補償することができるが、ス
タイラスの接触によって引き起こされた変化は、非常にゆっくりとした変化だけしか補償
することができない。特定のしきい値よりも大きな位相カウントの変化は、スタイラスが
表面に触れていることを示し、その場合、電流フィードバックは、この大きな位相カウン
ト変化の前の値に維持される。このことは、プローブが一定の条件で使用されているとき
に、電流サーボ系が、熱ドリフトでないもの（実際にはスタイラスと表面の接触によるも
の）を熱的に補正しようとすることに起因する熱暴走が起こらないことを保証する。安定
動作を維持するこの方法は、直接に制御されている量が、関心の量（表面と接していない
ときの位相カウント）であり、発生器の温度制御は副次的な効果であり、安定な位相カウ
ントを試み、維持するために温度が制御されているのではないという利点を有する。最も
簡単には、加熱および冷却を、ペルチエデバイスを使用して第１の制御法と同じ方法で達
成することができる。抵抗性加熱素子が使用される場合、温度の直接の基準はなく、その
ため、プローブを同調させ、使用するためには、電力抵抗器にある時間の間ベース電流を
流す予熱時間が必要となる。このように既知の熱慣性体（ｔｈｅｒｍａｌ　ｉｎｅｒｔｉ
ａ）に既知の電流を既知の時間の間流すことによって、プローブの動作温度範囲に含まれ
る（熱損失の変動に応じた）合理的に明確に定義された範囲だけ温度が上昇する。
【００５６】
　駆動周波数値を調整しないこれらの方法は、十分に長期のドリフトでは、駆動周波数が
もはや曲線の最も急な部分に一致しないという欠点を有する。この場合、測定は信頼でき
なくなり、プローブを再び同調させなければならない。プローブは、プローブの再同調が
必要であることを指示する信号を出力することができる。
【００５７】
　本発明は、プローブに対してある衝突（ｃｒａｓｈ）保護を提供する。プローブが激し
い打撃（ｈａｒｄ　ｋｎｏｃｋ）を受けた場合に、発生器が異なるモードで振動し始める
ことがある。この状態では、プローブから信頼できる測定値を得ることはできない。
【００５８】
　経験的な観察によれば、スタイラスが激しい打撃を受けたときには、非常に短い時間（
例えばマイクロ秒）の間に、大きな位相変化が測定される。この変化は、物質に対する表
面の通常の接触によって生み出される変化よりもはるかに大きく、温度ドリフトによって
生み出される変化よりもはるかに速い。したがって、通常の測定プロセスによって、この
ような事象を検出することができる。
【００５９】
　さらに、実験によれば、打撃の後に周波数掃引を実行することによって、圧電素子を、
それらの通常の振動モードに戻すことができる。この周波数掃引は、短い範囲にわたって
、例えば予想される最も大きな傾きを含む周波数範囲にわたって掃引を実行することによ
って、非常に迅速に実行することができる。この短い掃引は１秒もかからないという利点
を有し、それに対して、完全な掃引は一般に数秒かかるであろう。したがって、この短い
掃引は、操作者がプローブを持ち上げるのに要する時間内に実行することができる。
【００６０】
　激しい打撃は、発生器の出力を監視することによって検出することができる。圧電素子
に力が加えられると、短時間の間、大きな電圧が発生する。この電圧を監視することによ
って、打撃を感知し、報告することができる。
【００６１】
　あるいは、力の変化を測定する加速度計または他のデバイスを使用して、激しい打撃を
検出し、報告することもできる。
【００６２】
　激しい打撃は、位相差を監視することによって検出することもできる。図９は、プロー
ブが激しい打撃を受けたかどうかを判定するステップを示す流れ図を示す。この方法は、



(13) JP 2009-536335 A 2009.10.8

10

図２および７に示されたＦＰＧＡ１７の埋込みマイクロプロセッサ内で実行される。第１
のステップでは、埋込みマイクロプロセッサが、以前の位相測定値と現在の位相測定値と
の間の位相差の変化を計算する。位相差の変化がしきい値と比較される７４。位相差の変
化がしきい値よりも小さい場合、衝突は起こっておらず、プローブは動作し続けることが
できる。位相差の変化がしきい値（すなわち通常動作における予想される最大位相差）よ
りも大きい場合には、衝突が起こっており、アクションがとられなければならない。この
アクションは、衝突が起こったことを示す視覚出力、音声出力などの信号（例えば点灯）
を含むことができる。あるいは、プローブは、通信リンクを介して外部コンピュータまた
はコントローラに、測定値がもはや信頼できないことを示す出力を送信することができる
。このようにして、使用者に対して衝突の警報が発せられ、使用者は、例えば電力を循環
させまたは再同調を実行することによって、プローブを手動でリセットすることができる
。
【００６３】
　あるいは、プローブが衝突を検出した場合に、プローブは、自体を自動的に再同調させ
ることができる。完全な周波数掃引または短い掃引を実行するようにそれは設定されるこ
とができる。

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【図１０】

【図１１】

【図１２】
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